
【調査報告書の見方４】 

 調査報告書は、企業の与信管理を行う上で参考となる資料です。不動産の概要を知る

上で必要なデータが掲載されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本社不動産をはじめ代

表者所有不動産の登

記簿を閲覧し、掲載し

ています。 

・取得年月と所有者を確

認することで、その企

業がいつどのように

不動産を入手したが

判明します。取得期間

がバブル期前後の場

合、割高で不動産を取

得したケースも考え

られます。 

・また、個人所有の物件

が多い場合、死亡時の

相続問題を考慮する

必要が発生したり、個

人資産を背景とした

借入に伴う役員貸付

などが発生している

場合があります。 

・不動産に対する抵当権や根抵当権の状況を掲載しています。 

・債権の設定年月日と債権者が誰であるか特に注目する必要があります。従来から取

引がある銀行などが債権者の場合通常の取引が考えられますが、急にノンバンクや

聞いたことないような企業が債権者となっている場合、金融機関から借入ができず

に、別途資金調達したと考えることもできます。 

・また、法人税等の未払いにより行政機関から差押を受ける場合もあります。一定期

間後解除される場合が多いのですが、こうした経緯があったこと自体が問題であ

り、資金面の窮屈さを露呈しています。 

・信用不安が噂される企業の登記状況は常に把握する必要があります。 


